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はじめに 

日頃、皆さまには当社グループの事業運営に格別のご理解とご協力を賜り、厚く

御礼申し上げます。 

当社グループは、地域に密着した企業として、県民の暮らしの向上や地域産業の

振興等、地域社会の発展に寄与するという認識のもと、低廉で安全かつ安定的な電

気の供給を前提に様々な課題に適切に対処し、「お客さまの満足度向上」「財務体質

の強化」等にグループをあげて取り組んでまいりました。 

しかしながら、世界の経済金融情勢の悪化による景気後退、燃料価格の急激かつ

大幅な変動、地球温暖化対策、公共工事の縮減、ＩＴ分野における競争激化に加え、

吉の浦火力発電所建設の本格化に伴う資金需要の増加等、グループを取り巻く環境

は依然として厳しい状況であります。 

さらに、地球温暖化対策については、電力分野の取り組みがこれまで以上に求め

られております。化石燃料に頼らざるを得ない当社にとって非常に難しい課題であ

りますが、地球環境に対し責任ある企業として、環境負荷低減に向けた施策を積極

的に行ってまいります。 

このような中、地域の皆さまから好感を持って迎えられる企業であるために、当

社グループはお客さまに満足していただけるサービスを提供することはもとより、

企業倫理や法令遵守の徹底に努めるとともに、透明性のある分かりやすい経営を目

指してまいります。 

当社グループは、最適なエネルギーを安定的に供給することを軸とした「総合エ

ネルギー・生活関連企業グループ」を目指して、グループ企業価値の向上を図って

まいります。 

この度、「経営方針」「供給計画」「経営効率化計画」を「経営計画の概要」とし

て一冊にとりまとめました。是非ご一読いただき、当社の事業運営にこれまで以上

のご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。 
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Ⅰ．経営方針の概要 

平成 21 年度は、以下に掲げる項目を重点的に取り組んでまいります。 

 

１．沖縄電力グループ 

（１）経営基盤の強化 

沖電グループを取り巻く経営環境は、燃料価格の急激かつ大幅な変動や地球温

暖化対策など、引き続き厳しい状況であり、経営基盤の更なる強化に努めること

が必要不可欠です。そのため、財務目標の達成に向けて社員一人ひとりが強いコ

スト意識を持ち、これまで以上に徹底した効率化の推進や収益性の向上を図って

いくとともに、品質の確保及び安全管理の徹底を実践し、また、技術力・営業力

の強化、人財の育成及び活用に努めていきます。 

 

（２）「沖電グループ」ブランドの確立 

総合エネルギー・生活関連企業グループとして確固たる地位を築くため、お客

さまの満足度向上、地域社会への貢献及び環境行動の推進など、ＣＳＲ※活動の充

実を図り、ステークホルダーとの信頼関係構築に努め、『「沖電グループ」ブラン

ドの確立』に向けて取り組んでいきます。 

※ 企業の社会的責任（Corporate Social Responsibility） 

 

-2-



 

２．沖縄電力 

【お客さまから選択される企業に向けて】 

（１）安定供給の徹底を目指して 

当社の基本目標である電力の安定供給を確保すべく、吉の浦火力発電所の建設

を着実に推進するとともに、環境への配慮や自然災害への備えに十分留意し、電

力設備の構築・運用・保全に着実かつ効率的に取り組み、燃料については、細心

の注意を払いながら安定調達を図ります。 

 

（２）お客さまの満足度向上を目指して 

お客さまに当社を支持していただくためには、常に電力供給に係るサービスの

向上および本土並み電気料金水準の確保に努め、お客さまに「信頼と安心」をお

届けし続けることが必要です。 

「お客さまの声」を敏感に感じ取り、お客さまの視点で全部門の業務改善に取

り組むとともに、お客さまの立場に立った的確なコンサルティングや丁寧・迅速

なアフターサービスを展開し、お客さまの満足度向上に努めます。 

 

【社会との調和に向けて】 

（３）信頼される電気事業者を目指して 

当社が持続的に発展していくために、すべてのステークホルダーに対し、責任

ある活動を展開し、好感を持って迎えられる企業を目指していくことが、当社に

とってのＣＳＲ活動であり、経営戦略的な視点から取り組みます。 

当社はこれまでと同様に法令遵守や企業倫理の徹底、迅速な情報開示等に努め

るとともに、今後もお客さま、地域社会、株主・投資家等のステークホルダーと

の双方向のコミュニケーションにより信頼関係を築き、透明性のある分かりやす
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い経営を目指します。 

また、前年度から適用されている金融商品取引法に基づく内部統制報告制度へ

適切に対応し、財務報告の信頼性をより確保する体制の確立に努めます。 

 

（４）地域社会および地域環境との調和を目指して 

当社は沖縄県のみを供給エリアとする会社であり、地域の皆さまからのご支

援・ご協力を得ながら、地域社会とともに発展してきました。 

今後も「地域とともに、地域のために」を経営の中心に据え、地域社会への貢

献活動を積極的に展開します。 

また、環境に関する法規制等の遵守はもとより、循環型社会の形成へ向けた廃

棄物の発生抑制、再使用、リサイクルの推進等に努めるとともに、環境マネジメ

ントシステム（ＩＳＯ14001）の着実な運用を図り、環境負荷低減に向けた施策を

積極的に行います。 

 

（５）低炭素社会の実現を目指して 

当社は地球温暖化対策を最重要課題の一つに位置付け、これまで様々な取り組

みを行ってきましたが、近年、電気事業者の取り組みがこれまで以上に求められ

ています。 

化石燃料に頼らざるを得ない当社にとって、地球温暖化対策は非常に難しい課

題でありますが、環境負荷の小さなＬＮＧを燃料とした吉の浦火力発電所の建設

推進、ＲＰＳ制度を踏まえた新エネルギー等導入の推進、京都メカニズムクレジ

ット獲得に向けた炭素基金への出資等、あらゆる努力を行っていきます。 
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【健全かつ持続的な成長に向けて】 

（６）財務体質の強化を目指して 

吉の浦火力発電所建設本格化に伴う資金需要の増加や離島収支の不均衡、また、

先行き不透明な燃料価格の動向や地球温暖化対策費の増加傾向等、依然として厳

しい状況にあります。 

そのような中、財務目標の達成に向け、各部門においてコスト意識を持ち、効

率的な業務の遂行に努めるとともに、更なる需要の掘り起こしおよび負荷平準化

に向けた営業活動を積極的に展開する等、「強靭で柔軟な財務体質の構築」を目指

します。 

 

【活力ある職場づくりに向けて】 

（７）組織力・社員力の向上を目指して 

経営環境が変化する中で、将来に亘り当社が持続的に成長していくためには、

基盤となる組織力・社員力の向上が不可欠です。 

品質マネジメントシステム（ＩＳＯ9001）等の仕組みを活用・発展させながら

継続的改善を行うとともに、戦略的かつ効率的な人事・組織の構築を図り、組織

力の向上を目指します。 

また、総力戦で経営課題の解決に取り組むべく、役職員一人ひとりが果たすべ

き使命と役割を十分認識し、自律性と向上心を持ち、個々のスキルを磨くととも

に、プロフェッショナルとして楽しく、誠意を持って、情熱的に仕事に取り組む

姿勢を醸成します。 
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【グループ企業価値の向上に向けて】 

（８）グループ経営の強化を目指して 

沖電グループが「総合エネルギー・生活関連企業グループ」を目指すに当たり、

グループ全体の事業戦略に向けた検討を進めつつ、着実な事業活動を展開します。

また、厳しい経営環境を耐え抜くために、経営基盤の強化、特にグループ方針管

理の定着を図る等、全体最適性を追求したガバナンスの仕組みの構築に向けた検

討を進めるとともに、「沖電グループ」ブランドの確立に関する施策に引き続き取

り組みます。 
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Ⅱ. 電力需要の想定 

平成 21 年度の電力需要は、民生用において、電灯や業務用電力におけるお客さ

ま数の増加に伴う需要増により前年度を上回る見通しです。産業用においては、鉄

鋼業の需要減により前年度を下回る見通しです。その結果、販売電力量全体として

は前年度並みとなる見通しです。 

長期にわたる電力需要は、全国水準を上回る人口の伸びに伴うお客さま数の増加

や、食料品製造業や水道業における安定した伸びなどから堅調に推移していくもの

と見込まれます。 

以上により、平成21年度の販売電力量は74億83百万ｋＷｈ、対前年伸び率0.0％ 

（気温補正後 0.8％）、最大電力は 142 万 6 千ｋＷ、対前年伸び率 2.7％（気温補正

後 2.7％）と想定しました。 

また、平成 30 年度の販売電力量は 87 億 49 百万ｋＷｈ、最大電力は 165 万 4 千

ｋＷ、 平成 19 年度から平成 30 年度に至る年平均伸び率は、販売電力量 1.4％（気

温うるう補正後 1.5％）、 最大電力 1.3％（気温補正後 1.5％）と想定しました。 

 

需　要　想　定

（単位：百万ｋWh，千ｋW，％）

年　度 19 20 21 22 25 30 19～30

項　目 （実績） （推実） 年平均伸び率

(7,411) (7,421) 0.0 ［0.8］ 1.6 (1.5)

販売電力量 7,491 7,480 7,483 7,606 8,034 8,749 1.4 

《1,420》 《1,421》

(1,407) (1,388) 2.7 ［2.7］ 1.5 (1.5)

最大電力［送電端］ 1,431 1,388 1,426 1,448 1,526 1,654 1.3 

本　島 1,294 1,258 1,282 1,301 1,369 1,485 1.3 

離　島 137 130 144 147 157 169 1.9 

《62.1》 《62.6》

(62.7) (64.1)

年負荷率 62.2 64.7 62.7 62.8 62.9 63.2 －

注１：（   ）は気温うるう補正後。

注２：《   》は一過性補正。（19年度：気温補正＋台風補正、20年度：気温補正+湿度補正。）

注３：21,22年度の想定値について、上段数値は対前年伸び率。（[　]内は気温補正後。）  
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Ⅲ．安定供給確保への取り組み 

１．電源開発計画 

（１）電源開発計画の概要 

需要想定に基づき、長期的な電力の安定供給確保を基本に、環境保全を考慮し

つつ、経済性と燃料セキュリティーの調和した電源構成を指向し、電源設備の増

強を図っていきます。 

その結果、平成 21 年度から 30 年度までの 10 年間で 84 万 3 千ｋＷの電源開発

を計画しており、その内訳は、沖縄本島において、ＣＯ２排出削減対策を念頭に入

れた、ＬＮＧ火力 75 万 3 千ｋＷ、離島で内燃力 8万 9千 6百ｋＷとなります。 

新エネルギー発電設備については、離島における燃料費低減およびＣＯ２排出削

減の観点から、南大東島において可倒式風力発電設備の導入を計画しております。 

 

主要電源開発計画 

 名  称 燃料種別
出力 

（万kW）
運転開始 

吉の浦火力 1号 LNG 25.1 24-11 

吉の浦火力 2号 LNG 25.1 25-5 LNG 火力 

吉の浦火力 3号 LNG 25.1 28-5 

内燃力 石垣第二発電所 5号 石油 1.8 23-5 

備考：本島は平成 21年度以降 10 年間、離島は 5年間に使用開始し、かつ出力が 1万 kW 以上

のものを記載しています。 

新エネルギー発電所の開発計画 

名  称 種別 
出力 

（kW） 
運転開始 

南大東可倒式風力発電設備 1,2 号機 風力 250×2 22-3 
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（２）最大電力需給バランス 

前述の電源開発計画により、平成 30 年度までの最大電力需給バランスは下表の

とおりであり、必要供給力を確保し、安定した電力供給ができる見通しです。 

 

最大電力需給バランス（8月） 

（単位：千kＷ、％）

最　大　電　力

供　 給 　力

供 給 予 備 力

供 給 予 備 率

(251.0) 24/11

(251.0) 25/5

(18.0) 23/5

（単位：千kＷ、％）

最　大　電　力

供　 給 　力

供 給 予 備 力

供 給 予 備 率

(251.0) 28/5

(15.0) 26/5 (18.0) 27/5 (18.0) 29/5 (15.0) 30/5

 離島1地点

(1.0)

吉の浦火力3号

石垣第二5号

 離島1地点

(0.5)

42.9

2,300 2,300 2,364

 
電
　
源
　
開
　
発
　
計
　
画

 
電
　
源
　
開
　
発
　
計
　
画

沖
 
縄
 
本
 
島

沖
　
縄
　
本
　
島

(0.1) (0.5)

吉の浦火力1号

吉の浦火力2号

 離島1地点

宮古第二6号

離島2地点

石垣第二6号 石垣第二7号

(3.3)

 離島1地点  離島1地点

離
　
　
　
島
　
　
　
計

宮古第二5号

(0.2)

589 568 697 671

38.0 36.0 43.5 41.2

710

平成29年度 平成30年度

需
給
バ
ラ
ン
ス

1,552 1,577 1,603 1,629 1,654

2,141 2,145

34.9

平成27年度

離
　
　
島
　
　
計

 離島7地点

(1.4)

年　度

609

39.9

1,918

1,475 1,526

27.9

443 418

平成24年度 平成25年度

1,954

1,448

1,918 2,135

1,500

平成26年度

486

35.0 30.0

506

平成28年度

1,955

1,426需
給
バ
ラ
ン
ス

529

1,388

1,874

37.1

年　度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
(実績)

平成20年度

 

※電源開発計画は、発電所名、号機、出力、運開年月を示します。（１万kW未満は一括としました。） 

※平成 20年度は最大電力が 7月に発生しています。 
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（３）電源構成 

前述の電源開発の結果、電源の年度末設備構成および発電電力量構成は、下図の

ような構成比になります。 

年度末設備構成比

 50万kW   75万kW
   (LNG)    (LNG)

 117万kW
   (石油)

 117万kW  121万kW
   (石油)    (石油)

 106万kW  106万kW  106万kW
   (石炭)    (石炭)    (石炭)

(注)　他社分を含みます。

(注)　四捨五入の関係で合計値が合わないことがあります。

発電電力量構成比

 77百万kWh  115百万kWh  122百万kWh
　(新エネ・その他) 　(新エネ・その他) 　(新エネ・その他)

 1,148百万kWh  1,374百万kWh

 1,808百万kWh 　　　(LNG)　　 　　　(LNG)　　

　　　(石油)　　

 1,565百万kWh  1,627百万kWh
　　　(石油)　　 　　　(石油)　　

 6,886百万kWh  6,473百万kWh  6,987百万kWh
　　　(石炭)　　 　　　(石炭)　　 　　　(石炭)　　

(注)　他社分を含みます。

(注)　四捨五入の関係で合計値が合わないことがあります。

  8,771百万kWh 9,301百万kWh 10,110百万kWh

274万kW 303万kW224万kW

48%
39% 35%

52%

43%
40%

18%
25%

0

20

40

60

80

100

20 25 30 （年度）

（％）

78%
70% 69%

21%

17% 16%

12% 14%

1% 1% 1%

0

20

40

60

80

100

20 25 30 （年度）

（％）

（推定実績）

（推定実績）
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２．流通設備計画 

流通設備については、電源開発計画、地域の需要動向および供給信頼度を考慮し

つつ、電力の安定供給が確保できるよう効率的な設備形成を図ります。 

 

主要送電設備工事計画 

名  称 区間または所在地 
電 圧 
（kV） 

亘 長 
（km） 

使用開始

吉の浦火力線新設 
渡口幹線 T#34,35 

～吉の浦火力(開)
132 1.2 23-2 

吉の浦火力開閉所新設 中城村 132 － 23-2 

西那覇友寄幹線新設 西那覇（変）～友寄（変） 132 9.5 29-10 

備考：使用電圧が 132kV で、工事中、もしくは平成 21 年度以降 10 年以内に使用を

開始する予定のものを記載しています。 

 

主要変電設備工事計画 

名  称 所 在 地 
電 圧 
（kV） 

増加容量
（MVA）

使用開始

西原変電所増設 西原町 132/66 125 22-2 

75 26-3 
友寄変電所増設 八重瀬町 132/66 

75 30-3 

備考：使用電圧が 132kV で、工事中、もしくは平成 21 年度以降 10 年以内に使用を

開始する予定のものを記載しています。 
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（参考）設 備 投 資 額 

以上の諸計画を進めるにあたっては、設計・契約・施工の各段階におけるコスト

低減策の定着化に努め、更なる効率化を図っていきます。 

その結果、平成 21年度の設備投資額は 365 億円となる見込みです。 

 

 

 

 

(単位：億円）

平成20年度
（推定実績）

汽　　力 100 171 192

内 燃 力 0 6 1

小　　計 100 177 193

送　　電 19 22 58

変　　電 9 29 39

配　　電 40 40 32

給電・その他 15 26 20

小　　計 83 117 149

183 294 342

58 71 122

241 365 464

　設備別

改良工事・その他

計

そ
の
他

平成21年度 平成22年度

電
　
源

拡
　
　
充

計

年 度　
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電力系統の状況

（132kV，平成30年度まで）

凡  例

１３２ｋＶ地中送電線（既設）

１３２ｋＶ架空送電線（既設）

開　閉　所

発  電  所

変　電　所

１３２ｋＶ架空送電線（新設）

１３２ｋＶ地中送電線（新設）

　吉の浦火力線(23/2)

　吉の浦火力開閉所(23/2）

金武火力

牧港火力

石川火力
石炭火力(電発)

与那原

渡口

具志川火力

具志川火力開閉所栄野比

北那覇

友寄

石川開閉所

西原

　吉の浦火力
　（1号 24/11，2号 25/5，3号 28/5）

西那覇友寄幹線(29/10)

西那覇
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Ⅳ．経営効率化への取り組み 

 

１.電気料金改定の推移 

当社は、効率化努力の成果を最大限に反映し、昭和 63 年以降、暫定を含め 12 回

にわたる電気料金改定(累計改定率▲40.25％)を行ってきました。今後もより一層

効率化への取組みを強化し、「財務体質の強化」、「本土並み電気料金水準の確保」

へ向けて更なるコスト低減に努めます。 

 

 

○電気料金改定率の推移 

  昭和63年1月
   ▲19.62％

 平成元年4月
    ▲2.79％   平成8年1月

   ▲5.96％

 平成10年2月
    ▲3.72％

平成12年10月
   ▲3.78％  平成14年10月

　  ▲5.79％
 平成17年7月
   ▲3.27％

平成18年7月
   ▲3.24％

　
累
計
改
定
率
 
　
％

平成20年9月
   ▲0.45％

▲40.25

 S63  ・・・ H元  H8  H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 S62 H18 H19 H20
（年度）
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２．需要の掘り起こしおよび負荷平準化の推進 

当社は、お客さまに対し的確かつ迅速な提案活動を展開します。オール電化住宅

や業務用電化機器の普及を促進し、需要の掘り起こしならびに負荷平準化を推進す

るとともに、お客さまに当社の電気を効率よくお使いいただくことを目指します。 

【主要施策】 

① お客さまの電気の使用状況に適した電化提案活動（空調・厨房・給湯）による

需要の掘り起こしおよび蓄熱式空調・貯湯式給湯システムの普及促進による負

荷平準化の推進。 

② 集合住宅・既築住宅における営業活動の強化。 

③ 企業誘致に関する諸活動や電気自動車の普及に向けた取り組み。 

④ お客さまに最適な料金メニューの提案や省エネルギー・環境負荷低減方策に関

する情報の提供等、お客さまの効率的な電気の使用に関する提案活動。 

 

 

 

 

 

○オール電化住宅普及戸数の推移 

6,127
8,120

10,589
13,652

17,179
21,000

1.0
1.3

1.6

2.0

2.5

3.0

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H16 H17 H18 H19 H20
(推実)

H21
(目標)

戸

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5
％

オール電化住宅普及戸数

オール電化普及率

 

販売目標 

・オール電化住宅の普及(平成21年度)   目標： 3,700戸  (1,340万kWh) 

・蓄熱式空調システムを含む電気式空調や 

業務用電化厨房・給湯システムの普及   目標：1,500 万 kWh 

（平成 20～22 年度の 3ヵ年合計）     
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【お客さまにお選びいただける料金メニュー例】 

 

 
メニュー 

 
対象のお客さま 料金メリット 

時間帯別電灯 

 

従量電灯の適用範囲に該当し、昼間時間から

夜間時間への負荷移行が可能なお客さま。 

夜間の電気料金が割安であると

ともに、通電制御型電気温水器

を設置・使用すると更なる割引

が適用されます。 

 

Ｅｅらいふ 

（季節別時間帯別電灯） 

 

従量電灯の適用範囲に該当し、夜間蓄熱型機

器（総容量 1キロワット以上）を使用し、か

つ、昼間時間以外の時間帯への負荷移行が可

能なお客さま。 

夜間の電気料金が割安であると

ともに、オール電化住宅の場合

には、更なる割引が適用されま

す。 

ちゅらクック割引 

（電化厨房住宅契約） 

 

従量電灯または時間帯別電灯として電気の

供給を受け、定格電圧 200 ボルトのクッキン

グヒーターを使用されるお客さま。 

200 ボルトクッキングヒーター

を設置・使用すると割引が適用

されます。 

業務用ウィークエンド

電力 

業務用電力の適用範囲に該当するお客さま。 休日に使用した分は割安な電気

料金が適用されます。 

季節別時間帯別電力 

（業務用・産業用） 

 

業務用電力または高圧電力の適用範囲に該

当するお客さま。 

夜間および休日に使用した分

は、割安な電気料金が適用され

ます。 

業務用電力Ⅱ型 

 

 

業務用電力の適用範囲に該当するお客さま。 設備の稼働率が高いお客さまは

電気料金が割安になります。 

業務用電化厨房契約 

 

 

業務用電力（選択約款含む）として電気の供

給を受け、適用対象機器種別（電気レンジ、

フライヤー、オーブン等）に該当する電気厨

房機器（総容量 30 キロワット以上）を使用

しているお客さま。 

 

電化厨房機器の使用電力量に応

じて電気料金から割引します。

蓄熱調整契約 

（低圧・業務用・産業用） 

低圧電力、業務用電力（選択約款含む）、高

圧電力（選択約款含む）として電気の供給を

受け、蓄熱式運転により、昼間時間から夜間

時間への負荷移行が可能なお客さま。 

 

夜間蓄熱式負荷により使用した

電力量に応じて電気料金から割

引します。 

深夜電力 

 

 

毎日午後 11 時から翌日の午前 7 時もしくは

午前 1時から午前6時までの時間を限り、契

約電力が 500 キロワット未満の動力を使用

し、1 年を通じて深夜電力の適用を受けるこ

とを希望されるお客さま。 

 

割安な夜間料金が適用されま

す。 

※ 特定規模需要（特別高圧）は除きます。 
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３．効率的な設備投資 

当社は、経営環境の変化に的確に対応するとともに、供給信頼度の維持を前提に

長期的視点に立った効率的な設備形成とコスト低減の両立を図ることとしていま

す。 

設備投資額については、これまで取り組んできた効率化諸施策を計画に織り込む

ことで、平成 20～24 年度までの設備投資目標額を年平均 375 億円程度に抑えるこ

ととします。 

【主要施策】 

① 設計・仕様・工法・発注方法の見直しによる工事費の低減。 

② 除却・取替工事等からの資材流用による工事費の低減。 

③ 自然災害への備えに十分留意した効率的な設備の構築。 

 

○設備投資額の推移 

100 117
143 123 131 150

28
24

91

47

110

225

0

50

100

150

200

250

300

350

400

Ｈ16 H17 H18 H19 H20

(推実)

20～24

(平均)
(年度)

(億円) 電源

電源以外

(128)

(375)

(142)

(234)

(171)

(241)

 

○供給信頼度の維持 

 

※数値上段は合計、下段（　）内は事故および作業による停電

※平成20年度は上期実績

(0.88) (0.49)
(0.72)

(0.61)
(0.87) (0.49)

(0.36)

0

1

2

3

(回)

H 10 … H15 H16 H17 H18 H19 H20 (年度)

1お客さま当たりの停電回数

台風による停電

事故および作業による停電

1.00 1.02
1.17

0.81
0.97 0.96

0.40
(65)

(34)

(37)

(34)

(38)

(28)

(13)

0

100

200

300

400

500

600

(分)

H 10 … H15 H16 H17 H18 H19 H20 (年度)

1お客さま当たりの停電時間

79

383

178

84

213

333

64

 

（単位：億円）

※四捨五入の関係で合計値が合わないことがあります。

※右欄は今回計画と前回計画の差、（　）は削減率。

H20（推定実績） H21（計画）

今回計画
（H21年度設備計画）

前回計画
（H20年度設備計画）

241

293

▲52
（▲17.7％）

365

496

▲131
（▲26.4％）
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４．設備の運用および保全の効率化 

電力安定供給の確保を前提に徹底したコスト低減を推進し、設備の効率的運用お

よび保全の効率化に努めます。また、設備の増加や経年劣化に伴う修繕費の増嵩要

因が今後見込まれているものの、長期的な視点から保守・修繕にかかる費用を検討

し、トータルコストが最小となる施策を行うことで、修繕費を抑制していきます｡ 

【主要施策】 

① 定期点検内容を精査し、工期を短縮することによる修繕コストの低減。 

② 設計・数量・単価等を精査することによるコストの低減。 

③ 既設設備の延命化および除却設備の有効活用によるコスト削減。 

④ 石炭灰の発生抑制や石炭灰有効利用による灰捨場の延命化。 

 

５．燃料の安定調達と燃料費の低減 

燃料については、需給および価格動向の先行きは不透明な状況であることを踏ま

え、燃料の安定調達と燃料費の低減に向けてあらゆる施策に取り組みます。 

【主要施策】 

① 海外も含めた定期購入を実施し調達ソース分散による安定調達に加え、原油や

石油製品（Ｃ重油等）の需給動向を注視しつつ、価格が安くなると見込まれる

時機を捉えてのスポット購入による燃料油コストの低減。 

② 瀝青炭に比べ環境負荷が低減でき、環境対策費用を含めたトータルコストの安

価な亜瀝青炭の利用拡大による石炭の安定調達とコスト低減。 

③ 石炭専用船「津梁丸」を中心に、運賃の安価な輸送契約を最大限活用すること

による石炭輸送船の安定確保と輸送コストの低減。 
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６．離島コストの低減 

離島電気事業における収支不均衡を改善するため、さまざまな効率化策に取り組

み、成果をあげてきました。今後もこれまでの取組みを継続しつつ、新たな取組み

に向けて検討を行い、更なるコスト低減に努めます。 

【主要施策】 

① 国内初となる可倒式風力発電設備の導入。 

② 経済負荷配分制御支援システム（ＥＤＣ）により効率的運転の実施による燃料

消費の低減。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○効率化策への取り組み 

 

 

 

 

 

◆可倒式風力発電機 イメージ図 

              ＜通常時＞      ＜強風時＞ 

 

  

 

 

 

風力発電機を地表近くまで傾斜させることが可能である『可倒式風力発電設備』を南大東

島・波照間島に国内で初めて導入し、台風などの強風を避け、高稼働率維持およびメンテナ

ンス費用低減の実現を目指します。また、波照間島においては、系統安定化装置（フライホ

イール）を連系し、風力発電機出力による系統負荷変動の抑制効果を実証研究します。  

発電所の遠隔監視制御による要員の見直しや修繕に係る発注方法の見直し等の収支改

善策を進めてきた結果、離島コストの大部分を占める費目の内、燃料費を除く費用は減少

傾向にあります。今後も、安定供給および効率化に向けた取り組みを実施していきます。 
人件費

H13 H20

修繕費

H13 H20

▲17％

減価償却費

H13 H20

燃料費

H13 H20

▲12％ ▲8％

170％

 

 ※平成 20 年度は見通し値 
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７．業務運営の効率化 

先行き不透明な燃料価格の動向や急務となっている地球温暖化対策費の増加傾

向等の厳しい経営環境ではありますが、品質マネジメントシステムの取り組みを今

後も活用・発展させながら継続的改善を行うことで、業務運営の効率化を図るとと

もに、あらゆるコスト削減策の検討に取り組みます。 

【主要施策】 

① ＩＴを効率的に活用し、働き方を変える取り組みとして、ワークスタイル改革※1

を推進。 

② 実機を用いた技術訓練施設による社員の技術技能の維持・継承。 

③ 資金調達コストの低減。 

○労働生産性と社員数の推移 

1,555 1,552 1,558 1,5531,570 1,568

4,853

4,669

4,572

4,746

4,892

4,966

4,400

4,500

4,600

4,700

4,800

4,900

5,000

H16 H17 H18 H19 H20
(推実)

H21
(計画)

（年度）

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

（人）

社員数

労働生産性

（千kWh/人）

 

 

 

  

 

労働生産性：社員一人あたりの販

売電力量(気温等の影響除き) 

◆技術訓練施設における訓練風景 

    

※1 ワークスタイル改革への取り組みとして、ITやデジタル機器を活用することで、紙の

使用量の削減、会議運営の業務効率化、業務標準化による社員力や組織力の向上を目

指します。 
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Ⅴ．財務目標 

≪財務目標（平成 20～24 年度）≫ 

吉の浦火力発電所建設の進捗に伴う設備投資をはじめとして、当社を取り巻く状

況は大きく変化してきました。 

先行き不透明な燃料価格の動向や急務となっている地球温暖化対策費の増加傾

向等、今後も大きな影響を与えることが考えられます。 

このような厳しい状況においても引き続き効率化を推進し、財務体質の強化に努

めていきます。 

 

○ 連結目標 

 

 

 

 

 

○ 単体目標 

 

 

 

 

 

① 年平均 110 億円以上の経常利益を確保します。（平成 20～24 年度） 

② 総資産営業利益率（ＲＯＡ）年平均 3.5％以上の達成を目指します。 

（平成 20～24 年度） 

③ 有利子負債残高について、2,600 億円程度とします。（平成 24年度末） 

④ 自己資本比率 30％程度の達成を目指します。（平成 24 年度末） 

① 年平均 100 億円以上の経常利益を確保します。（平成 20～24 年度） 

② 総資産営業利益率（ＲＯＡ）年平均 3.5％以上の達成を目指します。 

（平成 20～24 年度） 

③ 有利子負債残高について、2,500 億円程度とします。（平成 24年度末） 

④ 自己資本比率 30％程度の達成を目指します。（平成 24 年度末） 
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おわりに 

当社グループは、これまで、「地域とともに、地域のために」を経営の中心に据

え、地域に根ざした事業運営を心がけてまいりました。また、お客さまの声や社会

の要請を真摯に受けとめ、その期待に応えられるようグループをあげて取り組んで

まいりました。 

 

今後も、本冊子に掲げました諸施策を着実に実施し、お客さま、株主・投資家の

皆さまから寄せられる期待、要望にお応えできるよう、更なる努力を重ねてまいり

ます。 

 

本冊子および事業運営全般についてのご質問、ご意見、ご要望などを下記までお

寄せいただければ幸いです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
お問合せ先 

  沖縄電力株式会社 企画部 経営企画課 
     TEL ０９８（８７７）２３４１ 
        [内線２２１０～２２１１] 






